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13　グローバル冷戦の終焉と朝鮮半島冷戦：第2次核危機と6者協議
理論的問題関心：グローバルな冷戦の終焉とその地域政治への帰結，冷戦の終焉に伴う同盟間政治と同盟内政治との関係変化

2000年、南北首脳会談と米朝関係の｢進展｣によって朝鮮半島にも冷戦の終焉の配当が帰結されるかと思われたが、その後、ブッシュ政権の登場とともに、米朝関係は冷却化した。韓国では、金大中政権、盧武鉉政権と対北朝鮮関与政策を続けることで、南北関係の緊密化は進んだが、それは北朝鮮の核開発による朝鮮半島の緊張増大を防ぐことはできなかった。そうした中、北朝鮮の核開発再開の動きが顕在化し、それに対応するために6者協議が開催されることになった。この6者協議は、一方で北朝鮮の核実験を防ぐことはできず北朝鮮の核保有を既成事実化してしまったが、他方で、その枠組みの中で、2国間の協議も開催されるなど、少なくとも朝鮮半島の危機を管理するための一定の役割を果たしていることも事実である。こうした朝鮮半島をめぐる国際政治を、2国間関係と多国間関係との多層的な理解に基づいて解明する。

１　ブッシュ政権の対北朝鮮政策と米朝核危機の「再現」（第2次北朝鮮核危機）

ブッシュ政権の対北朝鮮政策の基本姿勢：

金大中政権の対北朝鮮包容政策「支持」と北朝鮮の金正日個人およびその体制に対する「道徳的」批判・侮蔑的非難

政権内部における異見[パウエル国務長官ら穏健派　対　ラムズフェルド国防長官ら強硬派]

　こうした紆余曲折の結果、2001年６月初め、北朝鮮との対話再開の姿勢を明確にし（とりあえずは軍事的オプションを優先的に考えることはしない）、対北朝鮮関与政策の継続を明言した。ただし、それは無条件というわけではなかった。北朝鮮の核およびミサイル疑惑に対するクリントン政権の政策を検証不十分だと批判した。そして、核開発、ミサイル開発・輸出に対するより徹底した検証を北朝鮮に対して要求した。さらに、核、ミサイルだけではなく、通常兵器まで含めた軍備削減を、敵性国家からの排除もしくは関係改善の条件として設定しようとした。

政策目的の「動揺」：北朝鮮の核開発を阻止するためには北朝鮮の体制変革が必須である～北朝鮮の現体制との「共存」を与件として北朝鮮の核開発阻止を考えるべきだ

それに伴う政策手段の重点変化：関与（engagement）・孤立(neglect)・強制(coercion)

　[北朝鮮の現体制との「共存」に基づくクリントン政権の対北朝鮮関与政策]の有効性に対する批判→

　[北朝鮮の体制変革を視野に入れた目的とそのための「孤立（無視）」政策]の採用→

　北朝鮮の核開発危機による「孤立（無視）」政策の継続困難の認識→

　　当初、それは、クリントン政権の対北朝鮮政策への回帰というわけではないが、

米朝の直接対話という北朝鮮の要求に応じるという姿勢をブッシュ政権が採用することになった。

2002年4月　林東源（青瓦台国家安保特補）の訪朝・金正日との会談

　金大中大統領が、金正日国防委員長に対して、米朝関係の改善を強く勧告した。また、対日関係に関しても、拉致問題の解決によって日朝国交正常化交渉を打開することが必要だと勧告した。（林東源（2008））

2002年6月　プリチャード特使の北朝鮮訪問計画

しかし、これは、北朝鮮の北方限界線侵犯とそれによる韓国海軍との応戦という状況で延期を余儀なくされた。

ただし、2002年10月により格上のケリー国務次官補の訪朝という形で、米朝対話が本格的に開始されることになった。また、その直前の9月には、小泉訪朝があり、日朝平壌宣言が発表され日朝国交正常化交渉が再開された。

日朝平壌宣言＠平壌２００２年９月１７日
　小泉純一郎日本国総理大臣と金正日朝鮮民主主義人民共和国国防委員長は、２００２年９月１７日、平壌で出会い会談を行った。 

　両首脳は、日朝間の不幸な過去を清算し、懸案事項を解決し、実りある政治、経済、文化的関係を樹立することが、双方の基本利益に合致するとともに、地域の平和と安定に大きく寄与するものとなるとの共通の認識を確認した。 

１．双方は、この宣言に示された精神及び基本原則に従い、国交正常化を早期に実現させるため、あらゆる努力を傾注することとし、そのために２００２年１０月中に日朝国交正常化交渉を再開することとした。 双方は、相互の信頼関係に基づき、国交正常化の実現に至る過程においても、日朝間に存在する諸問題に誠意をもって取り組む強い決意を表明した。 

２．日本側は、過去の植民地支配によって、朝鮮の人々に多大の損害と苦痛を与えたという歴史の事実を謙虚に受け止め、痛切な反省と心からのお詫びの気持ちを表明した。 双方は、日本側が朝鮮民主主義人民共和国側に対して、国交正常化の後、双方が適切と考える期間にわたり、無償資金協力、低金利の長期借款供与及び国際機関を通じた人道主義的支援等の経済協力を実施し、また、民間経済活動を支援する見地から国際協力銀行等による融資、信用供与等が実施されることが、この宣言の精神に合致するとの基本認識の下、国交正常化交渉において、経済協力の具体的な規模と内容を誠実に協議することとした。 双方は、国交正常化を実現するにあたっては、１９４５年８月１５日以前に生じた事由に基づく両国及びその国民のすべての財産及び請求権を相互に放棄するとの基本原則に従い、国交正常化交渉においてこれを具体的に協議することとした。 双方は、在日朝鮮人の地位に関する問題及び文化財の問題については、国交正常化交渉において誠実に協議することとした。 　 

３．双方は、国際法を遵守し、互いの安全を脅かす行動をとらないことを確認した。また、日本国民の生命と安全にかかわる懸案問題については、朝鮮民主主義人民共和国側は、日朝が不正常な関係にある中で生じたこのような遺憾な問題が今後再び生じることがないよう適切な措置をとることを確認した。 

４．双方は、北東アジア地域の平和と安定を維持、強化するため、互いに協力していくことを確認した。 双方は、この地域の関係各国の間に、相互の信頼に基づく協力関係が構築されることの重要性を確認するとともに、この地域の関係国間の関係が正常化されるにつれ、地域の信頼醸成を図るための枠組みを整備していくことが重要であるとの認識を一にした。 双方は、朝鮮半島の核問題の包括的な解決のため、関連するすべての国際的合意を遵守することを確認した。また、双方は、核問題及びミサイル問題を含む安全保障上の諸問題に関し、関係諸国間の対話を促進し、問題解決を図ることの必要性を確認した。 朝鮮民主主義人民共和国側は、この宣言の精神に従い、ミサイル発射のモラトリアムを２００３年以降も更に延長していく意向を表明した。 双方は、安全保障にかかわる問題について協議を行っていくこととした。 

日本国　総理大臣　小泉純一郎 　朝鮮民主主義人民共和国　国防委員会　委員長　金正日 

→

しかし、まさに、そのケリー訪朝時に（正確に言うと、ケリーが訪朝から帰国後、米国において発表した）、北朝鮮のカンソクジュ（姜錫柱）外務次官がケリーに対して、北朝鮮が濃縮ウラン抽出による核開発を放棄していないことを明らかにしたと報道され、北朝鮮がジュネーブ枠組み合意の趣旨に反して、核開発を放棄していなかったのだということが明らかにされることで、米朝第２次核危機が発生することになった。しかし、2003年3月からのイラク戦争の遂行のために、北朝鮮の核危機に対する関心が及ばないという事情もあり、米国政府は必ずしも有効な対北朝鮮政策を打ち出すことができなかった。

→北朝鮮の核開発の既成事実が積み重なるのを放置しているという批判が国内外でも高まるにしたがって、中国を巻き込んで多国間協議という場において北朝鮮の核危機を管理・解消するという選択に踏み出すようになる。北朝鮮も、こうした多国間協議の枠組みの中で米朝の2国間協議も実現可能であるし、また、6者協議が必ずしも北朝鮮の孤立だけを招くことはないと判断し、３者協議を経て６者協議を受け入れる

米朝核危機の「再現」

金正日政権の「一貫性」：

　現体制の維持のためには、南北関係の枠組みよりも米朝関係の枠組みにおいて、アメリカから体制の安全に関する保証をとりつけることが重要である。ところが、ブッシュ政権は、こうした北朝鮮の要求に対して積極的に応答しようとはしなかった。むしろ、北朝鮮側からのよりいっそうの譲歩がないかぎり、米朝対話に応じないだけでなく、重油の供給を中断し、さらにはKEDOによる軽水炉型原発の建設の中止を主張するようになった。金正日体制は、アメリカをこうした米朝協議の場に引き出すためのカードとして、核開発カードを使用した。但し、一旦獲得した核カードを「有効に」使うために、換言すれば、それによる最大限の譲歩を獲得するために、容易に核を放棄しようとはせず、核開発それ自体を軍事的な抑止手段として位置づけるようになる。

ブッシュ政権の対北朝鮮強硬論という目的と政策手段との「乖離」：

　北朝鮮の核開発を米朝２国間の枠組みで話し合うべきだと主張する北朝鮮に対して、ブッシュ政権は、米朝２国間の枠組みに応じることは、北朝鮮の「核の脅し」に「アメ」で答えることになるという理由で、拒否。それに代わって、国連安全保障理事会などの多国間の普遍的な枠組みでの対処を主張。結局、中国の実質的な仲介によって、南北、日米中ロで構成される6者協議が開催され、多国間の枠組みでの解決が志向される。しかし、ブッシュ政権とその他の国との間には、北朝鮮の核開発阻止という点で一致はあるが、政策手段をめぐっては、強制、すなわち、軍事行動までも視野に入れたブッシュ政権と、それには反対する中韓ロなどとの間には乖離がある。ブッシュ政権の対北朝鮮政策は、目的における単独行動主義的な志向と手段における多国間主義的枠組みの採用という点で、ある種の「矛盾」を抱えた。

　その帰結として、結局は、限定された政策手段と調和させる形で、政策目的を事実上修正するようになったのが、2007年に入ってから顕著になった、ブッシュ政権による対北朝鮮政策の「修正」である。そこでは、北朝鮮が、最大限要求としては核の完全放棄、最小限要求としては核の不拡散という要求を呑む（アメリカが北朝鮮との妥協点をどこに求めるのかは、まだ依然として流動的）ことを条件に、朝鮮戦争の「終結」、さらに朝鮮半島平和体制、そして、米朝国交正常化までも視野に入れた「ビッグ・ディール」の可能性にかけるようになった。

２　６者協議の政治過程

①第1次6者協議：2003年8月

②第2次6者協議：2004年2月

アメリカ：北朝鮮に対してＣＶＩＤ（Complete Verifiable Irreversible Dismantlement）を目標として掲げる。これは、北朝鮮が核の平和利用を隠れ蓑にして、プルトニウムの再処理や濃縮ウランの抽出などによって核兵器の開発を行ってきたという疑念を背景として、核の平和利用までも認めないという従来にはない強硬な立場であった。

③第3次6者協議：2004年6月

2004年6月の3次6者協議においては、ブッシュ政権は、北朝鮮がＣＶＩＤを履行した場合の「代価」について初めての具体的な提案を行った。3ヵ月以内に北朝鮮がそうした核廃棄に向けた明確な姿勢を明らかにすれば、段階的に北朝鮮に対するエネルギー援助などを行う用意があることを、さらには２者間ではなく、多者間での北朝鮮の体制の安全を保証する用意があることを明らかにした。そして、核廃棄が完全に検証された時点で、国交正常化の用意があることを明らかにした。従来、北朝鮮の核放棄が先決条件で、それ以前に核放棄への「代価」を示すことは、結局は北朝鮮の「脅し」「瀬戸際外交」に「報償」を与えることになるという理由で、具体的な妥協案を提示してこなかったブッシュ政権としては、従来の立場からの変化を示すものであった。

北朝鮮：濃縮ウランの抽出による核開発をしていることは認めない。核開発は権利であるが、それに固執するわけではなく、それ相応の「代価」を与えてくれるのであれば、それを凍結する用意があるし、それは検証を伴うものであることを表明することで、何とか核の放棄だけを「食い逃げ」されないようにしたいと考える。「代価」は、電力用のエネルギーの供給、体制の安全保障、不可侵の約束、アメリカによる経済制裁（テロ支援国家）の解除、アメリカとの国交正常化などである。北朝鮮は、自国が核開発を放棄するための見返りが何であるのかを明示し、保証する必要があるとの立場に立つ。その意味で、「先保証後放棄」という点で、米国の「先放棄後保証」という立場とは異なる。

中国：北朝鮮の核開発は認めないが、ＣＶＩＤに対しては否定的。米朝の対立の中で、一方ではその調停に関する負担感を感じるが、他方では、北朝鮮の非核（兵器）化と軟着陸を実現させると共に、それを通して外交的な比重の増大を狙う。

日本：基本的には米国の立場を支持する。しかし、拉致問題や国交正常化交渉の再開という問題とからんで、米国との間には、政策の優先順位をめぐって微妙な葛藤が存在する。

韓国：北朝鮮の核開発に関しては、日米韓の協調を優先する。しかし、政権内部にも、また国内世論においても、ブッシュ政権の対北朝鮮強硬論が必要以上に事態の悪化と長期化を招いたという意識が強く、ブッシュ政権の対北朝鮮政策とは一定の距離を置く。

ロシア：北朝鮮の核開発には反対であるが、北朝鮮を孤立させることは好ましくないとみる。そして、6者協議における仲介者としての役割を通して、地域における外交的な発言力の増大をねらう。
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EQ \* jc2 \* "Font:Batang" \* hps12 \o\ad(\s\up 7(ヨン),泳)統一相の訪朝：「対北朝鮮版マーシャルプラン」北朝鮮の核放棄との見返りに韓国による電力供給の用意があることを示す。

しかし、6者協議はアメリカの大統領選挙戦を横目で見ながら、北朝鮮が応じなかったためになかなか開催されなかった。

④　第4次6者協議：2005年7月～9月

2005年7月の第１ラウンド

2005年9月の第２ラウンド

第4回六者会合に関する共同声明　2005年9月19日
1.六者は、六者会合の目標は、平和的な方法による、朝鮮半島の検証可能な非核化であることを一致して再確認した。

　朝鮮民主主義人民共和国は、すべての核兵器及び既存の核計画を放棄すること、並びに、核兵器不拡散条約及びIAEA保障措置に早期に復帰することを約束した。アメリカ合衆国は、朝鮮半島において核兵器を有しないこと、及び、朝鮮民主主義人民共和国に対して核兵器又は通常兵器による攻撃又は侵略を行う意図を有しないことを確認した。大韓民国は、その領域内において核兵器が存在しないことを確認するとともに、1992年の朝鮮半島の非核化に関する共同宣言に従って核兵器を受領せず、かつ、配備しないとの約束を再確認した。1992年の朝鮮半島の非核化に関する共同宣言は、遵守され、かつ、実施されるべきである。朝鮮民主主義人民共和国は、原子力の平和的利用の権利を有する旨発言した。他の参加者は、この発言を尊重する旨述べるとともに、適当な時期に、朝鮮民主主義人民共和国への軽水炉提供問題について議論を行うことに合意した。

2.六者は、その関係において、国連憲章の目的及び原則並びに国際関係について認められた規範を遵守することを約束した。朝鮮民主主義人民共和国及びアメリカ合衆国は、相互の主権を尊重すること、平和的に共存すること、及び二国間関係に関するそれぞれの政策に従って国交を正常化するための措置をとることを約束した。朝鮮民主主義人民共和国及び日本国は、平壌宣言に従って、不幸な過去を清算し懸案事項を解決することを基礎として、国交を正常化するための措置をとることを約束した。
3.六者は、エネルギー、貿易及び投資の分野における経済面の協力を、二国間又は多数国間で推進することを約束した。中華人民共和国、日本国、大韓民国、ロシア連邦及びアメリカ合衆国は、朝鮮民主主義人民共和国に対するエネルギー支援の意向につき述べた。大韓民国は、朝鮮民主主義人民共和国に対する200万キロワットの電力供給に関する2005年7月12日の提案を再確認した。
4.六者は、北東アジア地域の永続的な平和と安定のための共同の努力を約束した。直接の当事者は、適当な話合いの場で、朝鮮半島における恒久的な平和体制について協議する。六者は、北東アジア地域における安全保障面の協力を促進するための方策について探求していくことに合意した。

5.六者は、「約束対約束、行動対行動」の原則に従い、前記の意見が一致した事項についてこれらを段階的に実施していくために、調整された措置をとることに合意した。

6.六者は、第五回六者会合を、北京において、2005年11月初旬の今後の協議を通じて決定される日に開催することに合意した。

1994年ジュネーブ米朝枠組み合意（Agreed Framework）との比較

両者の比較
	
	米朝枠組み合意
	6者協議9・19共同宣言

	主体
	米朝
	6者

	目的
	peace and security on a nuclear-free Korean Peninsula

（ 核のない朝鮮半島における平和と安全保障）
	denuclearization of the Korean Peninsula in a peaceful manner

(平和的手段による朝鮮半島の検証可能な非核化)

	対象となる北朝鮮の核
	freeze and dismantlement of the DPRK’s graphite-moderated reactors and related facilities

(黒鉛減速炉の凍結・解体)
	abandoning all nuclear weapons and existing nuclear programs

過去から将来にわたる一切の核兵器および核計画

	軽水炉とその供給
	北朝鮮に軽水炉を供給することが目的。

その主体は国際コンソーシアム（後に日韓EUを主たる出資者とするKEDOとして確定）

軽水炉の完成と同時に黒鉛減速炉および関連施設は完全に解体
	北朝鮮がNPT体制に復帰しIAEAの査察を受け入れることで一切の核を放棄したことが確認されれば軽水炉型による核の平和利用への道が開かれる可能性を留保。

軽水炉に関しては誰がどのようにするのかについては未定。

	つなぎのエネルギー支援
	アメリカによる年間50万トンの重油供給
	5カ国によるエネルギー支援の用意あり。

特に韓国は7月12日（鄭東泳統一相訪朝時）の提案（北朝鮮に対する200万ワットの電力供給）を再確認。

	米朝関係
	政治経済の関係正常化に向けて努力。

制裁措置の緩和。

連絡事務所の設置と協議の進展に伴う大使級への格上げ。
	相互の主権（北朝鮮は自主権と訳す）尊重、平和共存、関係正常化へ向けたステップ

	日朝関係
	
	日朝平壌宣言に従って、不幸な過去を清算し懸案事項を解決することを基礎として、国交正常化のための措置をとることを約束。

	朝鮮半島の平和保障体制
	
	北東アジアの永続的な平和と安定のための共同の努力

朝鮮半島における恒久的な平和体制に関する協議


⑤　第5次6者協議：2005年11月

議長声明

　六者は、下記の精神に従い、共同声明を履行するための具体的な計画、措置及び手順について作成することに合意。

（1）信頼醸成を通じた共同声明の包括的履行

（2）様々な分野においてすべての約束の実施

（3）実施プロセスを迅速にかつ調整された形で開始しかつ終了

（4）均衡のとれた利益を達成し、協力を通じ共に勝者となるような結果の達成

主たる成果

（1）米朝間の相互不信：北朝鮮は、米国の最近の姿勢（特にマカオの銀行を通じた「北朝鮮のマネロン」摘発）を激しく非難。北朝鮮は、右措置は共同声明違反である、また、共同声明履行のために北朝鮮が行った公約を実現できなくするものである、米国は敵視政策を止めるべしとの立場を示した。

（2）日・韓・朝による具体的提案：日本、韓国、北朝鮮がそれぞれ共同声明履行のための具体的な提案を提示。「日本案」（3つの交渉分野を設け、迅速かつ並行して包括的に実施 ）は他の国々より評価。基本的アプローチについては議長声明にも反映された。他方、作業部会の設置等の具体的な進め方については次回会合の課題。

日朝関係

（1）2度（8日の夕食会及び10日の二国間協議）にわたり長時間の協議。

（2）我が方からは、拉致問題解決の重要性を述べた上で、拉致問題等の諸懸案の解決による日朝関係の進展が六者会合の進展に肯定的な影響を及ぼすこと、同時に、六者会合における核・ミサイルの進展が国交正常化の展望を容易にするとの「車の両輪」の考え方を強調。北朝鮮側は、日本側の話についてはよく分かる旨述べ、理解を示した。

（3）先般の日朝政府間協議での我が方提案（3つの分野の並行的協議）に対する回答を促した。

6者協議の停滞と北朝鮮の核保有の既成事実化

北朝鮮：6者協議への復帰の前提条件として、アメリカによる「金融制裁」解除、もしくは少なくともそれに関する米朝2国間協議の開催を要求する。

アメリカ：マカオの銀行に対する措置は通常の手続きに基づく法的措置であり、北朝鮮の核開発に対する「金融制裁」には当たらない。したがって、それは取引材料にはならない。北朝鮮の無条件での6者協議への復帰を求める。

そうした米朝の立場の違いの中で、その他の国も有効な仲介策を提示できていない。

北朝鮮の核カードの本格的使用　核保有宣言(2006年3月)・ミサイル発射実験(7月)・核実験(10月)

　

⑤－２　第5次6者協議第2セッション：2006年12月

（1）中国は、今次会合の議題として、1）六者会合共同声明実施のための作業計画、及び、2）第一段階でとる措置、を提示。

（2）しかしながら、北朝鮮が、「米国による金融制裁が解決されるまで共同声明実施に係る議論には入れない」との立場を堅持したため、今次協議において、非核化に向けて実質的な進展は得られず。

（3）一方、全体会合、バイ協議等を通じ、北朝鮮以外の五者間では、上記議題につき議論を深めることができた。これら二つの議題に関する議論は、昨年11月の第1次会合において我が国が提示した提案（複数の交渉分野を設け、迅速に、かつ、並行して包括的に交渉を実施するという案）、更には今年11月のハノイAPEC以来日米韓の3ヶ国で調整してきた考え方をベースに進められた。

（4）今次会合中、日朝バイ協議は行わなかった。当方は、対話の窓は開いている旨明らかにしたが、北朝鮮が対話の姿勢を示さなかった。我が国は、全体会合（18日）での基調発言で、拉致問題は安倍政権の最重要課題であり早期解決が重要であること、拉致問題の解決なくして国交正常化はないこと等を表明。各国との協議でも、理解と支持を要請。佐々江局長から北朝鮮の金桂冠副相に対しても、拉致問題で前進が見られることが必要である旨直接伝達。

⑤－３　第5次6者協議第3セッション：2007年2月

共同声明の実施のための初期段階の措置　　　　2007年2月13日

I. 六者は、2005年9月19日の共同声明を実施するために各者が初期の段階においてとる措置について、真剣かつ生産的な協議を行った。六者は、平和的な方法によって朝鮮半島の早期の非核化を実現するという共通の目標及び意思を再確認するとともに、共同声明における約束を真剣に実施する旨改めて述べた。六者は、「行動対行動」の原則に従い、共同声明を段階的に実施していくために、調整された措置をとることで一致した。

II. 六者は、初期の段階において、次の措置を並行してとることで一致した。

1.朝鮮民主主義人民共和国は、寧辺の核施設（再処理施設を含む。）について、それらを最終的に放棄することを目的として活動の停止及び封印を行うとともに、IAEAと朝鮮民主主義人民共和国との間の合意に従いすべての必要な監視及び検証を行うために、IAEA要員の復帰を求める。
2.朝鮮民主主義人民共和国は、共同声明に従って放棄されるところの、共同声明にいうすべての核計画（使用済燃料棒から抽出されたプルトニウムを含む。）の一覧表について、五者と協議する。
3.朝鮮民主主義人民共和国とアメリカ合衆国は、未解決の二者間の問題を解決し、完全な外交関係を目指すための二者間の協議を開始する。アメリカ合衆国は、朝鮮民主主義人民共和国のテロ支援国家指定を解除する作業を開始するとともに、朝鮮民主主義人民共和国に対する対敵通商法の適用を終了する作業を進める。
4.朝鮮民主主義人民共和国と日本国は、平壌宣言に従って、不幸な過去を清算し懸案事項を解決することを基礎として、国交を正常化するための措置をとるため、二者間の協議を開始する。
5.六者は、2005年9月19日の共同声明のセクション1及び3を想起し、朝鮮民主主義人民共和国に対する経済、エネルギー及び人道支援について協力することで一致した。この点に関し、六者は、初期の段階における朝鮮民主主義人民共和国に対する緊急エネルギー支援の提供について一致した。5万トンの重油に相当する緊急エネルギー支援の最初の輸送は、今後60日以内に開始される。

　六者は、上記の初期段階の措置が今後60日以内に実施されること及びこの目標に向かって調整された措置をとることで一致した。

III. 六者は、初期段階の措置を実施するため、及び、共同声明を完全に実施することを目的として、次の作業部会を設置することで一致した。

1.朝鮮半島の非核化，2.米朝国交正常化，3.日朝国交正常化，4.経済及びエネルギー協力，5.北東アジアの平和及び安全のメカニズム

　作業部会は、それぞれの分野における共同声明の実施のための具体的な計画を協議し、策定する。作業部会は、六者の首席代表者会合に対し、作業の進捗につき報告を行う。原則として、ある作業部会における作業の進捗は、他の作業部会における作業の進捗に影響を及ぼしてはならない。五つの作業部会で策定された諸計画は、全体として、かつ、調整された方法で実施される。六者は、すべての作業部会が今後30日以内に会合を開催することで一致した。

IV. 初期段階の措置の段階及び次の段階（朝鮮民主主義人民共和国によるすべての核計画についての完全な申告の提出並びに黒鉛減速炉及び再処理工場を含むすべての既存の核施設の無能力化を含む。）の期間中、朝鮮民主主義人民共和国に対して、100万トンの重油に相当する規模を限度とする経済、エネルギー及び人道支援（5万トンの重油に相当する最初の輸送を含む。）が提供される。上記の支援の具体的な態様は、経済及びエネルギー協力のための作業部会における協議及び適切な評価を通じて決定される。

V. .初期段階の措置が実施された後、六者は、共同声明の実施を確認し、北東アジア地域における安全保障面での協力を促進するための方法及び手段を探究することを目的として、速やかに閣僚会議を開催する。

VI. .六者は、相互信頼を高めるために積極的な措置をとることを再確認するとともに、北東アジア地域の永続的な平和と安定のための共同の努力を行う。直接の当事者は、適当な話合いの場で、朝鮮半島における恒久的な平和体制について協議する。

VII. .六者は、作業部会からの報告を聴取し、次の段階のための措置を協議するため、第六回六者会合を2007年3月19日に開催することで一致した。

⑥　第6次6者協議第1セッション（2007年3月）

1.会合の概要
（1）中国は、今次会合の議題として、1）5つの作業部会の進捗状況の聴取、2）「初期段階の措置」実施のための具体的措置の議論、3）次の段階の措置についての初歩的検討、を提示。

（2）初日に議題 1）を処理。しかし、北朝鮮が、BDA（バンコ・デルタ・アジア）で凍結されている北朝鮮関連資金が実際に送金されるまで非核化の議論には応じられないとの立場をとり、議題 2）、3）を議論できず。

（3）中国は、当初3日間としていた会期を延長して、議題 2）、3）に関する議論を行なうことを目指したが、BDA問題の処理が長引いたため、結局、非核化の議論を行い得ないまま休会。

（4）なお、六者会合開催に先立ち、3月15日から18日まで、北京にて、経済・エネルギー協力作業部会、北東アジアの平和及び安全メカニズム作業部会、非核化作業部会が開催された。

2.BDA問題

（1）米国は、前回六者会合の終了時（2月13日）に、BDA問題を「30日以内に『解決』する」旨表明。その後29日目にあたる3月14日に、米財務省は、BDAが米国金融システムへアクセスすることを阻止する規則を確定。また、今次六者会合初日の朝、米国は、BDAで凍結されている資金全額が北朝鮮側に返却されることとなった旨発表。

（2）しかし、北朝鮮は、単なる決定の発表では不十分であり、実際に送金が確認されない限り、非核化に関する議論には応じないと主張。米中朝間で早期の送金を実現すべく調整を行ったが、技術的・手続的な問題が解決せず、今次会合中には実際の送金は実現せず。

3.日朝関係

　19日の首席代表者会合で、各作業部会についての報告が行われた際、日本側より、第1回日朝作業部会に関し、北朝鮮が初日に一方的に退席したことを含め、拉致問題の解決に向けて何ら誠意ある対応を示さなかったことを報告。これに対し、米国、ロシアより、「協議の途中で退席するというのは誠意ある姿勢ではない。今後北朝鮮が協議から退席するといった態度をとらないことを強く求める。日朝作業部会で成果を得るためには、北朝鮮がしっかりと準備すべきである。」等の立場が示された。

第1回「日朝国交正常化のための作業部会」の概要　平成19年3月8日＠ハノイ
　（日本側代表：原口日朝国交正常化交渉担当大使。先方代表：宋日昊（ソン・イルホ）外務省朝日会談担当大使。）

（1）総論

　今次会合では、我が方より、「日朝平壌宣言に則り、拉致、核、ミサイル等の懸案事項を包括的に解決し、不幸な過去を清算することを基礎として国交正常化を実現するという基本的方針の下、積極的に作業部会に取り組む用意がある」との基本的立場を表明。作業部会での作業を、日朝平壌宣言に則って行うことについては、日朝間で確認された。しかしながら、拉致問題についても、また、いわゆる「不幸な過去の清算」をめぐる議論についても、日朝間の立場が依然として大きく離れていることが明らかとなり、具体的成果は得られなかった。また、我が方からは、核問題、ミサイル問題等の安全保障問題についても取り上げた。

（2）拉致問題

　7日の協議で、詳細に議論。我が方より、1）すべての拉致被害者及びその家族の安全確保と速やかな帰国、2）真相の究明、3）拉致被疑者の引渡し等を要求。北朝鮮側は、「日本側の問題提起については今まで出来る限りのことを行ってきた、拉致問題は解決済みである」など従来の立場を繰り返すのみならず、我が国の北朝鮮に対する経済制裁の解除を求めるなど、拉致問題の解決に向けた誠意ある対応は示されず。

（3）国交正常化（いわゆる「不幸な過去の清算」）

　我が方より、国交正常化のためには、拉致問題を含む懸案事項の解決と「不幸な過去の清算」の双方が達成されなければならないことを強調。「不幸な過去の清算」については、日朝平壌宣言で確認されたいわゆる「一括解決、経済協力方式」（注）が唯一の現実的な解決策である旨説明。北朝鮮側からは、「一括解決、経済協力方式」が意味するところについて、正しく理解していないと思われる発言があった。

（注）一括解決・経済協力方式

　日朝平壌宣言で提示されている「一括解決・経済協力方式」とは、「1945年8月15日以前に生じた事由に基づく両国及びその国民のすべての財産及び請求権を相互に放棄」し、これにより、いわゆる慰安婦、強制連行等の問題を含め、植民地支配に起因する金銭支払いを含めあらゆる請求は法的に完全かつ最終的に解決されたものとするとともに、これと並行して、我が国から北朝鮮に対して経済協力を行うことをいう。

BDA問題（北朝鮮資金に対する凍結解除）の停滞と「解決」へ向けた動き（BDA→NY連邦準備銀行→ロシア中央銀行→ロシア極東商業銀行）

南北将星級軍事会談，南北鉄道連結試験運行，南北閣僚級会談

北朝鮮によるIAEA査察官の受け入れ表明

ヒル（6者協議米国代表）の訪中・韓・日（6月18～19日）

⑦　第6次6者協議首席代表者会合（2007年７月）

朝鮮半島の非核化、関係者間の国交正常化及び北東アジア地域の永続的な平和と安定のため、六者は、次の段階の期間中の作業について率直かつ実務的な協議を行い、以下の全般的なコンセンサスに達した。 

六者は、2005年9月19日の共同声明及び2007年2月13日の成果文書における約束を真剣に実施する旨改めて述べた。 

朝鮮民主主義人民共和国側は、すべての核計画についての完全な申告及びすべての既存の核施設の無能力化に対する約束を真剣に実施する旨改めて述べた。 朝鮮民主主義人民共和国に対して、95万トンの重油に相当する規模を限度とする経済、エネルギー及び人道支援が提供される。 六者は、9月19日の共同声明及び2月13日の成果文書に列記されたそれぞれの義務を、「行動対行動」の原則に従い実施することを約束した。 

六者は、上記の全般的なコンセンサスを実施するために、以下の措置をとることを決定した。 

8月末までに、上記の全般的なコンセンサスを実施するための計画について協議するため、朝鮮半島の非核化のための作業部会、米朝国交正常化のための作業部会、日朝国交正常化のための作業部会、経済及びエネルギー協力のための作業部会、並びに北東アジアの平和及び安全のメカニズムのための作業部会を開催する。 

⑧　第6次6者協議第2セッション（2007年９月）

共同声明の実施のための第二段階の措置　　　2007年10月3日

六者は、5つの作業部会による報告を聴取し、支持するとともに、2月13日の成果文書に記された初期段階の措置の実施を確認し、作業部会の会合におけるコンセンサスに従って六者会合のプロセスを前進させることで一致するとともに、平和的な方法による朝鮮半島の検証可能な非核化を目標とする2005年9月19日の共同声明の実施のための第二段階の措置について合意した。

I.朝鮮半島の非核化について

朝鮮民主主義人民共和国は、2005年9月の共同声明及び2007年2月13日の成果文書の下で放棄される対象となるすべての既存の核施設を無能力化することに合意した。2007年12月31日までに寧辺の5メガワット実験炉、寧辺の再処理工場（放射化学研究所）及び寧辺の核燃料棒製造施設の無能力化は完了される。専門家グループによって推薦される具体的な方法は、六者すべてが受入れ可能であり、科学的、安全、検証可能かつ国際基準と整合的であるという原則に沿って、首席代表により採択される。他の五者の要請により、アメリカ合衆国は、無能力化の活動を主導し、それらの活動のための当初の費用を提供する。その第一歩として、アメリカ合衆国は、無能力化を準備するため今後2週間以内に訪朝する専門家グループを主導する。 朝鮮民主主義人民共和国は、2007年12月31日までに、2月13日の成果文書に従って、すべての核計画の完全かつ正確な申告を行うことに合意した。 朝鮮民主主義人民共和国は、核物質、技術及びノウハウを移転しないとの約束を再確認した。 

II.関係者の間での国交の正常化について

朝鮮民主主義人民共和国とアメリカ合衆国は、二者間の関係を改善し、完全な外交関係を目指すことを引き続き約束した。双方は、二者間の交流を増加し、相互の信頼を強化する。アメリカ合衆国は、朝鮮民主主義人民共和国のテロ支援国家指定を解除する作業を開始し、朝鮮民主主義人民共和国に対する対敵通商法の適用を終了する作業を進めることについてのコミットメントを想起しつつ、米朝国交正常化のための作業部会の会合におけるコンセンサスを基礎として朝鮮民主主義人民共和国がとる行動と並行してコミットメントを履行する。 

朝鮮民主主義人民共和国と日本国は、平壌宣言に従って、不幸な過去を清算し懸案事項を解決することを基礎として早期に国交を正常化するため、誠実に努力する。朝鮮民主主義人民共和国と日本国は、そのために、両者間の精力的な協議を通じ、具体的な行動を実施していくことを約束した。 

III.朝鮮民主主義人民共和国に対する経済及びエネルギー支援について

　2007年2月13日の成果文書に従い、朝鮮民主主義人民共和国に対し、100万トンの重油（既に供給された10万トンを含む）に相当する規模を限度とする経済、エネルギー及び人道支援が提供される。具体的な態様については、経済及びエネルギー協力のための作業部会における議論を通じて決定される。

IV.六者閣僚会合について

　六者は、適切な時期に、六者閣僚会合を北京において開催することを改めて表明した。六者は、六者閣僚会合に先立ち、同会合の議題について議論するため、首席代表者会合を開催することで一致した。

３　第2次南北首脳会談、李明博政権の登場、米朝関係の新展開

1 第2次南北首脳会談の実施（2007年10月2～4日）

当初は、2007年8月に予定されたが、北朝鮮の水害被害を理由に延期

第1次首脳会談とは異なり、空路ではなく陸路で平壌訪問

盧武鉉政権末期（しかも大統領選挙で与党の対北朝鮮政策に批判的であった李明博が大統領選挙に当選した）の約束だけに、その実現に向けて李明博次期政権をどの程度拘束するのか未知数

［南北関係発展と平和繁栄に向けた宣言］
１．南と北は６・１５共同宣言の精神にのっとり、統一問題を自主的に解決していき、民族の尊厳と利益を重視し、すべてのことをこれに志向させていくことにした。南と北は６・１５共同宣言を変わりなく履行していこうとの意志を反映し、６月１５日を記念する方策を求めていくことにした。
２．南と北は思想と制度の違いを超越し、南北関係を相互尊重と信頼関係にしっかりと転換していくことにした。南と北は内部問題に干渉せず、南北関係問題を和解と協力、統一に合致するよう解決していくことにした。南と北は南北関係を統一志向的に発展させていくため、それぞれ法律的、制度的装置を整備していくことにした。南と北は南北関係拡大と発展に向けた問題を民族の念願に合わせて解決していくため、双方の議会など各分野での対話と接触を積極的に推進していくことにした。
３．南と北は軍事的敵対関係を終息させ、朝鮮半島での緊張緩和と平和を保障するため緊密に協力していくことにした。南と北は互いに敵対視せず、軍事的緊張を緩和し、紛争問題を対話と交渉を通じて解決していくことにした。南と北は朝鮮半島でのいかなる戦争にも反対し、不可侵義務を確固として順守することにした。南と北は西海（黄海）での偶発的衝突防止に向け共同漁労水域を指定し、この水域を平和水域とするための方策と各種協力事業に対する軍事的保障措置問題など軍事的信頼構築措置を協議するため、南側国防部長官と北側人民武力部部長間の会談を今年１１月中に平壌で開催することにした。
４．南と北は現在の休戦体制を終息させ、恒久的な平和体制を構築していくべきとの認識を同じくし、直接関連した３カ国または４カ国の首脳らが朝鮮半島地域で会い、終戦を宣言する問題を推進するため協力していくことにした。南と北は朝鮮半島の核問題解決に向けた6者協議で、２００５年９月１９日の共同声明と今年２月１３日の合意が順調に履行されるよう共同で努力していくことにした。
５．南と北は民族経済の均衡的発展と共同の繁栄に向け、経済協力事業を共利共栄と有無相通の原則から積極的に活性化し、持続的に拡大発展させていくことにした。南と北は経済協力に向けた投資を奨励し、基盤施設拡充と資源開発を積極的に推進し、民族内部協力事業の特殊性に合わせ各種の優待条件と特恵を優先的に付与することにした。南と北は海州地域と周辺海域を包括する「西海平和協力特別地帯」を設置し、共同漁労区域と平和水域の設定、経済特区建設と海州港の活用、民間船舶の海州直航路の通過、漢江河口共同利用などを積極的に推進していくことにした。南と北は開城工業地区１段階建設を早期に完工させ、２段階開発に着手してムン山～鳳東間の鉄道貨物輸送を開始し、通行、通信、通関の問題をはじめとする諸般の制度的保障措置を速やかに完備することにした。南と北は開城～新義州の鉄道と、開城～平壌の高速道路を共同で利用するための改補修問題を協議・推進することにした。南と北は安辺と南浦に朝鮮協力団地を建設し、農業、保健医療、環境保護など複数の分野での協力事業を進めていくことにした。南と北は南北経済協力団地事業の円滑な推進のため現在の「南北経済協力推進委員会」を副首相級の「南北経済協力共同委員会」に格上げすることにした。
６．南と北は民族の悠久の歴史と優秀な文化を輝かせるため、歴史、言語、教育、科学技術、文化芸術、スポーツなど社会文化分野の交流と協力を発展させていくことにした。南と北は白頭山観光を実施し、これに向け白頭山～ソウルの直行路を開設することにした。南と北は２００８年北京オリンピックで南北の応援団が京義線列車を初めて利用して参加することにした。
７．南と北は人道主義協力事業を積極的に推進していくことにした。南と北は離れ離れになっている家族と親戚の再会を拡大し、映像や手紙の交換事業を推進することにした。このために金剛山面会所が完工されるのにともない、双方の代表を常駐させ、離れ離れの家族と親戚の再会を常時進めていくことにした。南と北は自然災害をはじめとする災害が発生した場合、同胞愛と人道主義、相互扶助の原則に基づき積極的に協力していくことにした。
８．南と北は国際舞台で民族の利益と海外同胞の権利と利益のための協力を強化していくことにした。南と北はこの宣言の履行のため南北首相会談を開催することにし、１回目の会談を今年１１月中にソウルで行うことにした。南と北は南北関係発展に向け首脳らが随時会談し、懸案問題を話し合うことにした。 
２００７年１０月４日平壌　大韓民国大統領　盧武鉉　朝鮮民主主義人民共和国国防委員長　金正日
②　李明博政権の登場と南北関係

李明博新政権の「非核開放3000」構想：北朝鮮の核放棄を条件に、対北朝鮮支援の国際協力基金を400億ドルで創設し、南北経済協力を始めとした対北朝鮮支援政策によって、北朝鮮の改革開放政策を支援し、北朝鮮の1人当たりＧＤＰを3000ドル水準に高める。

北朝鮮は2008年の新年の3社共同社説で、［南北関係発展と平和繁栄に向けた宣言］を韓国が誠実に履行することを求める。

そして、2008年4月1日の労働新聞における痛烈な李明博政権批判：「南朝鮮当局が反北対決で得るものは破滅だけだ」

1 核問題は「南北間の問題ではなく、米朝間の問題であり南朝鮮までも含めた国際的問題」である。

②　「李明博が『開放』ということを言うのは、われわれの尊厳と体制に対する許すことのできない挑発だ。『開放』について言えば、われわれは今までその誰にも門を閉ざしたことはなく、さらに敵対国であるアメリカに対しても関係改善の門を開いている。」韓国が北朝鮮の開放を云々する資格などはなく、それは、その背後には北朝鮮の「体制転換」をねらっているという警戒感がある

李明博政権はアメリカ産牛肉輸入問題などに端を発する国内政治の不安定で、対北朝鮮政策にも腰が定まらない。そうした中、連絡事務所の相互設置を提案するが、北朝鮮は拒否。さらに、当初の姿勢を変え、北朝鮮への食糧援助を提案するが、北朝鮮はアメリカからの食糧援助を受け入れながらも韓国のそれは拒否。

李明博政権はアメリカ産牛肉輸入問題などに端を発する国内政治の不安定で、対北朝鮮政策にも腰が定まらない。そうした中、連絡事務所の相互設置を提案するが、北朝鮮は拒否。さらに、当初の姿勢を変え、北朝鮮への食糧援助を提案するが、北朝鮮はアメリカからの食糧援助を受け入れながらも韓国のそれは拒否。

李明博政権の対北朝鮮政策の実質的修正：「非核開放3000」→「相生共栄政策」

「相生共栄政策」

ビジョン：平和共同体・経済共同体・幸福共同体

推進原則：①和解協力精神に基づく実用と生産性・②原則を徹底したうえでの柔軟なアプローチ・③国民的合意に基づく透明な政策・④南北協力と国際協力との調和

「非核開放3000」との違い

　　核問題解決に関して6者協議をよりいっそう重視

　　アプローチに関しては前政権のそれ（包容政策・平和繁栄政策）への接近

　　2008年4月以来の北朝鮮の批判をある程度受容するが、「国民的合意」「透明性」「原則の徹底」「国際協力との調和」などは、前政権の対北朝鮮政策との差別化を図る。

南北首脳会談に対する前向きな姿勢・米朝首脳会談への歓迎姿勢（7/6/2008　共同通信・BBCとの共同会見，11/11/2008毎日新聞との単独会見）

↓

にもかかわらず、それは効果を上げなかった。

南北関係の硬直化：初期は韓国側の強気の姿勢（前政権の対北朝鮮「宥和」政策とは差別化）が目立ったが、2008年後半以降は、北朝鮮側の「李明博政権を相手とせず」という姿勢が目立つ。

「非核開放3000」への痛烈な批判（『労働新聞』4/1/2008核問題は南北の問題ではなく米朝6者の問題・韓国が北朝鮮の開放政策を云々するなどというのは笑止千万）

李明博大統領の「南北首脳会談の用意がある」という記者会見（7/6/2008）内容に対する反駁（6・15宣言、10・4宣言をまず履行せよ。核問題は南北の問題ではなく米朝・6者の問題）

金剛山観光の「中断」（韓国人女性観光客の射殺事件　2008年7月11日）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ケソン),開城)観光の中止（2008年12月～）

李明博政権のPSI参加をめぐる北朝鮮の対韓国非難攻勢（PSI（大量殺傷兵器拡散防止構想）参加を宣戦布告とみなす。2009年3月～：元来、2003年に米国主導で創設されたが、韓国は対北朝鮮関係を考慮し参加を見合わせていた。しかし、李明博政権は当初から参加に積極的。これを北朝鮮は警戒し牽制）

2009年4月5日ミサイル発射（北朝鮮では人工衛星打ち上げ、韓国ではロケット発射と表現）に対する国連安保理議長声明・5月25日第2次核実験に対する国連安保理決議における韓国の姿勢（2006年7月ミサイル発射時、同年10月第1次核実験時の盧武鉉政権の対応との違い）

開城工業団地事業の不透明

問題：李明博政権初期における「非核開放3000」に代表される前政権とは差別化された対北朝鮮政策、そして、米国産牛肉輸入問題に端を発するろうそくデモによって国内政治が動揺していることを前提とし、ブッシュ政権末期においてテロ支援国家指定解除など、それほど悪くない米朝関係を前提にすると、「李明博政権を相手にせず」という姿勢はある程度理解できる。しかし、その後の情勢変化の中で、米朝関係が必ずしも順調に進まない中で、ことさらに南北関係の緊張を高めることをどのように理解したらよいのか？

③　米朝関係の進展と限界

ブッシュ政権の末期　「通米封南」に傾斜する北朝鮮と外交成果を急ぐブッシュ政権、しかし結果的には検証メカニズムでの合意が不成立
2008年6月　日朝協議の再開：北朝鮮の拉致問題「再調査」と経済制裁の一部緩和

北朝鮮の核計画リスト申告とアメリカの対北朝鮮政策の「転換」：テロ支援国家指定解除とそれに伴う経済制裁の部分的解除

第6回六者会合に関する首席代表者会合（北京、２００８年7月10日～12日）
第6回六者会合に関する首席代表者会合（北京、2008年12月8日～11日）
④　オバマ政権の登場と北朝鮮のエスカレーション（2009年4月のミサイル発射、2009年5月の核実験）
　オバマ政権に対する北朝鮮の見方

　　オバマ候補への選好：ブッシュ政権との差別化・米朝直接対話への期待（『朝鮮新報』2008年6月）

　　オバマ政権の対北朝鮮政策に対する「漠然とした期待」：ブッシュ政権とは異なる認識に基づく、しかし、ブッシュ政権末期の政策の延長線上にある政策選択

　　オバマ大統領の過去の発言の引用

　　　「無対話・無関与政策は北朝鮮の核兵器保有数を増やしただけの政策」（『朝鮮新報1/30/2009』）

　　　「直接対話だけが危機打開に向けた最善の策（2/10/2007）」『朝鮮新報1/30/2009』）

　　オバマ就任前からの対米「揺さぶり」

　　　外務省スポークスマン談話（朝鮮中央通信1/13/2009）

　　　　朝鮮半島非核化の実現は一貫した政策、しかし、それは北朝鮮の非核化ではない。

　　　　「9・19共同宣言」（6者協議2005年）の核心は、参加国の自主権尊重と関係正常化を通した段階的な朝鮮半島非核化である。非核化を通した関係改善ではなく関係正常化を通した非核化が原則。そのためには、北朝鮮に対するアメリカの核脅威が除去されなければならないし、アメリカの対北朝鮮敵視政策が改められなければならない。さらに、韓国に対するアメリカの「核の傘」が除去されなければならない。そうした前提条件がクリアされないかぎり、北朝鮮自らが率先して核兵器を放棄することは絶対にない。

　　　「敵対関係をそのままにおいて核問題を解決しようとすれば、全ての核保有国が会同して同時に核軍縮を実現するほかはない」

　　　外務省スポークスマン記者会見（朝鮮中央通信1/17/2009）

　　　「北朝鮮の核放棄が関係正常化の前提条件」・「関係正常化は完全で検証可能な核放棄以前には不可能」というアメリカ政府の主張への反駁

　　　「関係正常化を我々に与える贈り物であるかのうように考えるアメリカの大国主義的根性の発露であり朝鮮半島核問題の本質に対する歪曲である」

　　　「我々が核兵器を製造するのはアメリカとの関係正常化や経済支援をもとめるためではなくアメリカの核脅威から自らを守るためである」

　　　「アメリカとの関係正常化がなくても生きていくことはできるが、核抑止力なしでは生きていくことができないというのが朝鮮半島の現実だ」

　　　「関係正常化と核問題は徹頭徹尾別問題だ」

　　　「朝鮮半島核問題は本質においては『アメリカ核兵器対われわれの核兵器』という問題だ」

　　　「たとえ、米朝関係が外交的に正常化されたとしても、アメリカの核の脅威が少しでも残っている限り核保有という地位が露ほども変わることはないだろう」

　　総参謀本部スポークスマン記者会見（朝鮮中央通信2/2/2009）：上記の同様

　　オバマ政権は核放棄を議論する前に米朝敵対関係の解消が先決だ（『朝鮮新報』2/5/2009）

    北朝鮮が核保有国であることをアメリカも認めようとしている。それを前提として6者協議を開催すべき。（『朝鮮新報』2/12/2009）

　　クリントン国務長官のアジア訪問への「期待」（『朝鮮新報』2/23/2009）

ところが

　　北朝鮮「宇宙空間技術委員会」スポークスマン談話（『朝鮮中央通信』2/24/2009）

    　北朝鮮による人工衛星発射準備発表

　　外務省スポークスマン談話（3/24,26）

      あくまで宇宙の平和利用であり、全ての国が同等な権利を持つ

　　　他国（日米など）も既に人工衛星発射

　　　にもかかわらず、北朝鮮だけを差別的に扱うことは、取りも直さず北朝鮮に対する敵対政策であり「9・19共同声明」における「相互尊重と平等の精神」に反する。

　　北朝鮮のミサイル発射（4/5）

アメリカのＭＤ樹立・北朝鮮による兵器拡散主張を非難（『労働新聞』4/7）

　　国連安保理議長声明（4/13）

    外務省声明（4/14） 

　　　①北朝鮮の自主権を乱暴に侵害し人民の尊厳を厳重に冒涜した議長声明の不当性を糾弾

　　　②6者協議はもうこれ以上必要ない。：自主権尊重と主権平等を侵害する6者協議

　　　③自衛的核抑止力を全面的に強化

　　外務省スポークスマン声明（朝鮮中央通信4/29）

　　　安保理の謝罪がない限り核実験ICBM発射、ウラニウム濃縮技術開発を行う。

　　アメリカの対北朝鮮敵対視政策の転換を求める（『労働新聞』5/19）

　　　米朝直接対話の要求、オバマ政権の政策はブッシュ政権の政策とは変わらない。

    核実験実施（5/25）

　　外務省声明（5/30）

　　　核兵器のない世界建設は人類全ての念願だ。

　　　数十年朝鮮半島非核化の努力を続けてきたがアメリカは核の脅威を除去するどころか、その度数は絶えず高まった。

　　　2054番目の核実験であり、99.99%は国連常任理事国5カ国による仕業

　　　NPTやミサイル技術統制制度に加盟していないので、核実験やミサイル発射の権利はいくらでもある。

　　　①核実験は国連安保理事会の「強盗的行為」（議長声明）に対する自衛的措置

　　　②議長声明の取消を要求

　　　③国連安保理のこれ以上の挑発に対してはよりいっそうの自衛的措置が不可避

　　国連安保理決議1874号（6/12）

    外務省声明（6/13）  

     われわれを武装解除させて経済的に窒息させ、わが人民が選択した思想と制度を崩そうとする米国主導下の国際的圧迫攻勢だ。

　　　我が国は小さいが政治思想強国、軍事強国だ。

　　　核保有はわれわれが願ったものではなく、米国の敵視政策と核の脅威による不可避な選択だ。

　　　今や、核放棄は絶対に徹頭徹尾ありえないこととなり、われわれの核保有を誰が認めるか否かということはわれわれに関係ない。

　　　①新たに抽出されるプルトニウムの全量を兵器化。使用済み核燃料の3分の1以上が再処理された。

　　　②ウラン濃縮作業に着手。自前の軽水炉建設の決定により、核燃料保障のためのウラン濃縮の技術が成功裏に開発され試験段階に入った。

　　　③アメリカとその追従勢力が封じ込めを試みた場合、戦争行為とみなし断固に軍事的に対応する。アメリカを始めとした敵対勢力がどんなに孤立封鎖しようとしても堂々たる核保有国であるわが共和国はびくともしない。「制裁」には報復で、「対決」には全面対決で断固立ち向かうのが、わが先軍思想に基づく対応方式だ。

　　北朝鮮：依然として不透明なオバマ政権の対北朝鮮政策（ボズワース特使とソンキム6者協議代表、カート・キャンベル国務次官補？）、政策選択の「遅さ」

　　　ミサイル発射で「揺さぶり」をかけたが、オバマ政権の対応は強硬策

　　　とりあえずは、北朝鮮も強硬策を選択するしかない。

　　　一方で、北朝鮮は核問題と関係正常化とは別々の問題という論理を展開。北朝鮮にとって、最善の選択は「核保有国として、アメリカとの関係正常化」を達成すること。しかし、中間段階はともかく、2つの目標は両立不可能。北朝鮮も、それをある程度は認識しながらも、両者を交換カードとして当初から設定することが、自らにとって「不利」であるということを、それまでの6者協議などを通して「学習」。したがって、最後の瞬間まで、両者の連携には否定的な立場を貫き、別々の問題として位置づける。

　　オバマ政権の対応

　　　政権交代に伴う時間的コスト

　　　優先順位の高い他の問題が山積み：北朝鮮核問題の優先度は？

　　　国連安保理決議違反行為に対する制裁はある意味では当然

　　　そのうえで、どのような交渉戦略で北朝鮮の核放棄と米朝関係正常化（朝鮮戦争の平和協定、朝鮮半島平和体制を含む）という２つの課題をいかに両立させるのか？それをどのような戦術によって北朝鮮を核放棄に誘導するのか、こうした戦略をどのように樹立し、そのために、どのような戦術を駆使するのか。
⑤　天安艦沈没事件のイムパクト

03262010　黄海上で韓国哨戒艦「天安」の沈没事件

　　当初は、「事故」（金属疲労、機雷への接触など）という推測が支配的

　　しかし、次第に北朝鮮の関与の可能性についても

    但し、北朝鮮は不気味な沈黙を守る　

　民軍合同調査団（国内10専門機関の専門家25名、軍専門家22名、国会推薦専門委員3名、アメリカ、イギリス、オーストラリア、スウェーデン4カ国専門家24名）の結成とそれによる真相調査

　0520　調査結果発表：北朝鮮潜水艇による魚雷攻撃によるものと断定

　0520　北朝鮮国防委員会代弁人による声明

　　　　韓国による「謀略劇」「捏造劇」、北朝鮮による「検閲団」を派遣する用意　　

　0524李明博大統領対国民談話＠戦争記念館：「金正日」の名指しを避ける

　　北朝鮮船舶の韓国海上交通路利用の禁止、開城工業団地を除外した南北経済交流の中断、国連安保理への付託など。

　中国、ロシアの慎重な姿勢：北朝鮮による犯行だとは断定できない。

　国連安保理における議論（非公式会合）

　0626　Ｇ８共同声明での言及「民軍合同調査団は天安の沈没は北朝鮮に責任があるとの結論を出した。我々はこの文脈で天安の沈没につながったこの攻撃を非難する。」
	年度別南北会談開催
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度
	71～80
	81～90
	91
	92
	93
	94
	95
	96
	97
	98
	99
	00
	01
	02
	03
	04
	05
	06
	07
	08
	09

	回数
	121
	78
	19
	88
	4
	10
	3
	0
	11
	5
	8
	27
	8
	33
	38
	25
	34
	23
	55
	6
	6


	年度別南北交易額の推移
	

	年度
1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2007
2008
2009
百万ドル
111

173

186
194
287

252

308

222

334
425

403

641
724

697

1055

1350
1797

1820
1679

	1991
	1992
	1993
	1994
	1995
	1996
	1997
	1998
	1999
	2000
	2001
	2002
	2003
	2004
	2005


	南北観光協力事業：金剛山観光　　


	年度
	’98~99

	’00

	’01

	’02

	’03

	’04

	’05

	’06

	’07

	’08

	’09

	계

	海路
	158,628

	213,009

	57,879

	84,727

	39,902

	449

	-

	-

	-

	-

	-

	552,998


	陸路
	-

	-

	-

	-

	34,432

	267,971

	298,247

	234,446

	345,006

	199,966

	-

	1,381,664


	合計
	158,628

	213,009

	57,879

	84,727

	74,334

	268,420

	298,243

	234,446

	345,006

	199,966

	-

	1,934,662



	 


	


南北観光協力事業：平壌・開城観光　　　（単位　名）
	


	


	年度
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007
	2008
	2009
	合計

	開城観光
	-
	-
	1,484(3回)
	-
	7,427
	103,122
	-
	112,033

	平壌観光
	1,019(9回)
	-
	1,280(9回)
	-
	-
	-
	-
	2,299


南北の人的往来（金剛山観光は除く）

	年度
	1989~2000
	2001
	2002
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007
	2008
	2009
	合計

	韓国→北朝鮮
	18,601
	8,551
	12,825
	15,280
	26,213
	87,028
	100,838
	158,170
	186,443
	120,616
	743,565

	北朝鮮→韓国
	1,343
	191
	1,052
	1,023
	321
	1,313
	870
	1,044
	332
	246
	7,735

	計
	19,944
	8,742
	13,877
	16,303
	26,534
	88,341
	101,708
	159,214
	186,775
	120,862
	742,300


開城工業団地 進出企業数、生産額および北朝鮮労働者現況　

	時期
	2005
	2006
	2007
	2008 
	2009

	企業数
	18
	30
	65
	93
	117

	生産額（万ドル）
	1491
	7373
	18478
	25142
	25647

	北朝鮮労働者数
	7621
	11189
	22538
	38931
	42561


脱北者受入数

	年度
	1991
	1992
	1993
	1994
	1995
	1996
	1997
	1998
	1999
	2000
	2001
	2002
	2003
	2004
	2005
	2006
	2007
	2008

	入国者数
	9
	8
	8
	52
	41
	56
	86
	71
	148
	312
	583
	1139
	1281
	1894
	1383
	2018
	2544
	2809


北朝鮮の交易（貿易）

	年度
	90
	92
	93
	94
	95
	96
	97
	98
	99

	貿易総額（南北を除く：億ドル）
	47
	27
	26
	21
	20
	20
	22
	14.4
	14.8

	中朝貿易
	4.8
	6.9
	8.9
	6.2
	5.5
	5.6
	6.6
	4.1
	3.7

	南北交易
	0.13
	1.7
	1.0
	1.9
	2.9
	2.5
	3.1
	2.2
	3.3

	日朝貿易
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	年度
	00
	01
	02
	03
	04
	05
	06
	07
	08

	貿易総額（億ドル）
	19.7
	22.7
	22.6
	23.9
	28.6
	30.0
	30.0
	29.4
	38.2

	中朝貿易
	4.9
	7.4
	7.4
	10.2
	13.8
	16.8
	17.0
	19.7
	27.8

	南北交易
	4.3
	4.0
	6.4
	7.2
	6.9
	10.9
	13.5
	18.0
	18.2

	日朝貿易
	4.6
	4.7
	3.7
	2.6
	2.5
	1.9
	1.2
	0.9
	0.8
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